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２．価格転嫁対策：パートナーシップ構築宣言の宣言拡大と実効性向上

⚫ 取引先との共存共栄を目指す「パートナーシップ構築宣言」は、本年６月1６日時点で26,324社
が宣言済み。うち大企業（資本金3億円超）は、1,５４１社。更なる宣言拡大に取り組む。

⚫ 宣言の実効性向上に向けて、昨夏に宣言企業や下請企業への調査を実施。宣言企業の代表者へ
結果をフィードバック。

⚫ 更なる機運醸成を目的として、昨年11月にはシンポジウムを開催し、優良事例の表彰等を実施。経
済産業大臣賞を新設し、サプライチェーン全体での付加価値向上の最優秀企業として花王を表彰。

⚫ 「パートナーシップ構築宣言」は、事業者が、取引先
との共存共栄を目指し、下記に取り組むことを「代表
権のある者の名前」で宣言し、ポータルサイトで公表
するもの。

（１）サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携
（オープンイノベーション、IT実装、グリーン化等）

（２）下請企業との望ましい取引慣行（「振興基
準」）の遵守、特に取引適正化の重点5分野
（①価格決定方法、②型管理の適正化、
③現金払の原則の徹底、④知財・ノウハウの
保護、⑤働き方改革に伴うしわ寄せ防止）

⚫ 「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」
（2020年5月）において、導入を決定。

「パートナーシップ構築宣言」の概要

宣言企業数の推移
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地域におけるパートナーシップ構築宣言の拡大に向けて
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・経済団体等が参画する宣言に係る協定締結、共同宣言等
かつ
・宣言企業への補助金加点等のインセンティブを措置

・セミナー等による宣言の周知活動を実施

・経済団体等が参画する宣言に係る協定締結、共同宣言等
または
・宣言企業への補助金加点等のインセンティブを措置

⚫ 「自治体・経済団体等による協定締結や共同宣言」、「宣言企業への自治体補助金で
の加点措置」などの地域での取組が42都道府県まで拡大。

〈パートナーシップ構築宣言の拡大に向けた各地域の取組の現状（2023年9月8日時点）〉



価格転嫁対策の取組 ＝ 「２つの適正化プロセス」の継続、PDCAの確⽴
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２．業界団体を通じた取引適正化のプロセス体系化・強化

業所管
省庁への

報告

1．価格交渉促進月間はじめ、下請からの情報を活用した取組の強化 に加え、
2．業界団体を通じた改善プロセスの体系化
の２つの適正化プロセスを着実に実行・継続し、適正な取引慣行を定着させる。

下請Gメン300名体制、年間１万件ヒアリング、 業種ごとの課題の把握・分析
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１．下請からの情報を活用した取組の強化（価格交渉促進月間）

親事業者の取引方針改善
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＜参考＞ 当面の価格転嫁対策

⚫ 今後、更なる価格転嫁対策として、公正取引委員会をはじめ関係省庁と連携し、以下を実施する
方針。

① 下請中⼩企業による価格交渉を後押しする体制の整備（全国のよろず⽀援拠点に「価格転嫁
サポート窓⼝」の設置（7月） 等） → 次ページ参照

② 発注側企業ごとの価格交渉・転嫁状況のリストの公表（8月以降）。

③ 下請振興法に基づき、事業所管大⾂名で経営トップに対して指導・助言（8月以降）

④ 各業界団体による⾃主行動計画の改訂・徹底。各業界団体による取引適正化の取組状況フォ
ローアップ（公正取引委員会と合同で実施）

⑤ パートナーシップ構築宣言の更なる拡大、実効性の向上
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＜参考＞ 価格転嫁サポート体制の強化

⚫ 価格転嫁ができた企業のうち、多くが「原価を示した価格交渉」が有効と回答。効果的な価格交渉のためには、
コスト増加分を定量的に把握し、原価を割り出して提示することが有益。

⚫ このため、7月より、全国のよろず支援拠点に「価格転嫁サポート窓⼝」を設置し、中⼩企業等に対する価格交渉
に関する基礎的な知識の習得⽀援や、原価計算の⼿法の習得⽀援を実施。

⚫ また、商⼯会議所・商⼯会等の地域支援機関に対して、価格交渉ハンドブックを配布するとともに、⽀援機関に
おいても価格転嫁に関する基本的な知識の習得⽀援等を行うことで、中小企業の価格転嫁を支援する全国的
なサポート体制を整備。

中小企業

取引先

価格転嫁サポート窓⼝
（よろず⽀援拠点）

＜価格転嫁サポート窓⼝の支援イメージ＞

②原価計算の⽀援
①経営相談

＜原価計算能力向上に係る主な⽀援内容＞
・原価管理に係る基礎⽀援
原価管理の目的とその算出に係る考え方、
製品原価の算出に必要な情報の把握手
法等について助言。

・製品原価算出に係る実践的な提案
個々の企業の実態を踏まえた、具体的な
製品毎の原価の算出方法等を提案。

・
・
・

（資料）株式会社帝国データバンク資料
（2023／2／9 特別企画︓価格転嫁の成功理由に関する企業アンケート）

コスト増加︕
・原材料費

・電気代、ガス代
・⼈件費
・加⼯費・・・

適
切
な
価
格
転
嫁
の
実
現

下請Gメンのヒアリング結果としても以下の事例を把握。

➢ 2023年3月に原材料費、労務費⾼騰の資料を提示し、4月中に提示どおりの価格で決着した。

③原価を示した価格交渉

④コスト増加に応じた⽀払い
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事業再構築補助金 ◎新分野展開、業態転換等の思い切った事業再構築の取組に係る経費の一部を補助します。
【お問い合わせ先】
▶事業再構築補助金事務局

IT導入補助金 ◎業務の効率化やＤＸの推進、セキュリティ対策のためのITツール等の導入を⽀援します。インボイ
ス制度への対応を見据えたITツールの導入も⽀援。
【お問い合わせ先】
▶IT導入補助金2023

ものづくり補助金 ◎革新的なサービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善に必要な設備投資等に係る経費の
一部を補助します。
【お問い合わせ先】
▶ものづくり補助金事務局

小規模事業者持続化補
助金

◎⼩規模事業者が経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取組に係る経費の一部を補助しま
す。
【お問い合わせ先】
▶商⼯会議所地域事務局

事業承継・引継ぎ補助金 ◎事業承継を契機とした新しい取組や、事業再編、事業統合に伴う経営資源の引継ぎを行う中
⼩企業者等を⽀援します。
一定の賃上げを実施する事業者は補助上限アップ。
【お問い合わせ先】
▶事業承継・引継ぎ補助金専用ページ

３．生産性向上の支援等

https://jigyou-saikouchiku.jp/
https://portal.monodukuri-hojo.jp/
https://it-shien.smrj.go.jp/
https://portal.monodukuri-hojo.jp/
https://r3.jizokukahojokin.info/
https://jsh.go.jp/
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事業再構築補助金 【活用事例】
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⚫ 合同会社ナチュール青森（青森県青森市）

レトルト食品OEM事業へ新分野展開して事業再構築

（事業再構築補助金事務局ＨＰ内 採択事例紹介より抜粋）

【採択事例はこちら】



【当社HP】

ものづくり・商業・サービス補助金 【活用事例】
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⚫ 蜂屋食品株式会社（宮城県塩竈市） https://hachiya-foods.co.jp/

背景
 1924年蒲鉾屋として創業。1961年に餃子の販売を始め今に
至る。定番商品は「はちやの餃子」、他にも仙台産雪菜を皮に練
り込んだ「仙台あおば餃子」や「焼き⼩籠包」など多彩な商品を
扱っている。

 美しいヒダのついた⼩籠包の開発を試みたが、皮を薄くするべく研
究を重ねたがうまくいかず。

取組内容と効果
 コシのある薄皮生地の成型が可能な包あん機を導入し、松島湾
の牡蠣エキスを使用した食品添加物を一切使用しないあんを包
んだ⼩籠包を開発。

 洗浄機も導入したことで製造時間を大幅に短縮し、多品種⼩
ロットの生産が可能に。

 コロナの影響で業務用の売上は落ち込んだが、ネット販売が約３
倍に伸びた月も。

濃厚な旨味とスッキリとした味わいが特徴の⼩籠包

⼿前からヒダ付け機、包あん機、粉付け機

←出典︓ものづくり補助金総合サイト内 成果事例より抜粋
※ 6,000を超える中⼩企業・⼩規模事業者の活動・成果を検索・確認できます。

https://hachiya-foods.co.jp/


IT導入補助金 【活用事例】
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青森県八戸市

【当社HP】

出典︓中⼩機構・IT導入補助金HP内 活用事例より↑



事業承継・引継ぎ補助金 【活用事例】

アイケイ⾃動車（本社所在地︓佐賀県、売上高︓５～10億円、従業員数︓40⼈程度）

引継ぎの内容
 先代社長が70歳になるタイミングで事業承継することを以前から
計画、計画通り社長交代（後継者は45歳・親子）

 30名を超える従業員が在籍し、自動車整備を始め地域に１店
舗しかない携帯電話ショップ運営も⼿がける等、地域社会に必
要とされている企業であると自負しており、現在の雇用を守ること
と地域経済発展の⽀えとなることに使命感を感じ事業を承継。

引継ぎにあたり実施した取組と効果
 承継を機に新たな車整備の取り組みを進めるべく、補助金により、
最新の全自動フロンガス回収再生装置などを導入。

 設備導入により、ミニバンへの対応が可能となり、エーミング及びエ
アコンのガス交換も対応可能となることから、対応車種・業務量
の増加により、売上増加を期待。

出典︓事業承継・引継ぎ補助金事務局HPより抜粋

導入した全自動フロンガス回収再生装置
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４．人材確保・育成支援（人材活用ガイドライン等）

⚫ 令和5年6月22日に「中⼩企業の挑戦を応援する5つの報告書及びガイドライン」の１つとして中
⼩企業庁が公表。

⚫ 日々の経営課題の背景として、中核人材の採用、中核人材の育成、業務人材の採用・
育成の3つの人材課題（3つの窓）に整理し、それに対する具体的な対応策や支援策
を紹介。人材活用事例集も一緒に公表。
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⼈材活用ガイド
ラインはコチラ

⼈材活用事例
集はコチラ

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/
koyou/hitodebusoku/guideline/guidel
ine.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/kei
ei/koyou/hitodebusoku/guideline/ji
rei.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/hitodebusoku/guideline/guideline.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/hitodebusoku/guideline/guideline.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/hitodebusoku/guideline/guideline.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/hitodebusoku/guideline/jirei.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/hitodebusoku/guideline/jirei.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/hitodebusoku/guideline/jirei.pdf


現在の経営上の課題は何か、チェックリストで確認し、該当する経営
課題の背景に、どのような⼈材の問題が潜んでいるか具体的に紹介・
確認。

多様に感じられる課題を、「中核⼈材の採用」、「中核⼈材の育成」、
「業務⼈材の採用・育成」の３つに整理し、⼈材に関する課題の対
応方針を大局的に検討する。

【ステップ2】の３つの分類に沿って具体的な対策を提案。成功事例
を紹介しながら、それぞれの対策の留意点や取組に活用できる政府
の⽀援策も紹介。

経営課題と背景にある人材課題を確認

課題に対する人材戦略の検討

人材課題を解決するための具体的な取組のポイントを確認

「人材活用ガイドライン」の活用３ステップ

経営課題と
人材課題を
見つめなおす

人材戦略を
検討してみる

人材戦略を
実行する

Step１

Step２

Step３
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人材戦略の実行におけるサポート機関（山形県）
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https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/ko
you/hitodebusoku/guideline/06.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/hitodebusoku/guideline/06.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/hitodebusoku/guideline/06.pdf
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５．ＤＸ人材育成の推進：DXのススメ（DX手引書）

１．「ビジョン」を決めよう
ビジョン策定に向けた3STEPをご紹介

２．ビジョンを達成するための計画を⽴てよう
実際のビジョン策定の一例や、
長期的な計画のイメージを記載（右下図）

３．業務をデジタル化するための３STEP
取組の最初はデータを「とる・つくる」ところから。
簡単な例と共にご紹介

４．よく使われているツールの代表例（参考）
一例として、代表的なものをご紹介

５．DX推進のための人材の重要性
デジタル⼈材の育成・確保について取りうる⼿段を例示

６．DXへチャレンジしている事例を見ていこう
DXへチャレンジしている事例として、
TOHOKU DX大賞の受賞事例を掲載

⚫ 東北経産局では、DXを進めたいがまず何から始めればよいか分からない、という企業の最
初の一歩を促すための⼿引書「DXのススメ」を作成。

手引書の構成

東北経済産業局HP https://www.tohoku.meti.go.jp/s_joho/topics/230530.html
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DXの相談窓⼝等（DXのススメより抜粋）
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⚫ デジタル田園都市国家構想の実現に向け、地域企業のDXを加速するために必要なデジタル人
材を育成するプラットフォームを構築し、企業内人材（特にユーザー企業）のリスキルを推進。

⚫ 最大の特徴は、教育コンテンツの集約・提示に加えて、民間市場には存在しないケーススタディ
教育プログラムや地域企業と協働したオンライン研修プログラムを提供し、DXを推進する実践
人材を一気通貫で育成。

【全国的な取組】デジタル人材育成プラットフォーム

＜デジタル人材育成プラットフォーム＞

（３層）地域企業と協働したオンライン研修プログラム
デ
ジ
タ
ル
人
材

ビジネス
アーキテクト

データサイ
エンティスト

ソフトウエア
エンジニア

デザイナー

（２層）ケーススタディ教育プログラム

➢ データ付きのケーススタディ教材を用い、受

講生同士の学び合いを通じて、課題解決のプロセス
を疑似体験するオンライン教育プログラム。

サイバー
セキュリティ

社
会
人
・
学
生

➢地域企業と協働し、実際の企業の課題解決にチームで
取り組むオンライン研修プログラム。

地域・企業・大学
協力・⽀援

➢ デジタル⼈材に求められるスキルを自ら学べるよう、スキ
ル標準に対応した教育コンテンツを提示。

➢ 厚労省の助成対象コンテンツを多数掲載。

（１層）オンライン教育サイト

スキル標準
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